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１　予算編成の概要

　平成22年度予算は、常任理事会および大学予算委員会の審

議を経て、平成22年３月25日開催の評議員会へ諮問し、同日

開催の理事会において議決・承認されました。

　本予算は、本法人が総力を結集して推進してまいりました

「2010プロジェクト」がついに結実し、総合学園としてさら

なる発展を期するため、これまで以上に財政基盤を安定させ

る必要があるという認識のもとに編成しました。

　2010年（平成22年）４月には、高槻ミューズキャンパスに

初等部、中等部、高等部、社会安全学部及び社会安全研究科

を、堺キャンパスに人間健康学部を、北陽キャンパスに北陽

中学校を同時開設し、13学部、12研究科（専門職大学院を含

む）、高等学校３校、中学校３校に加え、小学校と幼稚園を

擁することとなり、幼稚園から大学院に至る一貫教育体制が

整いました。

　また、平成20年７月に学校法人関西大学の長期ビジョン（将

来像）「KU Vision2008-2017」を公表し、平成21年10月には、

長期ビジョンに掲げるスローガン「社会を見つめ、変化に挑

む。『考動』する関大人が世界を拓く。」の具現化に向けて、

今後10年間で重点的に取り組むことが必要な施策を「長期行

動計画」として策定しました。さらに、この長期ビジョンの

達成に向け、中期４年の行動計画を策定し、中長期計画から

各年度の事業計画及び予算に展開します。

　現下の厳しい社会情勢のなかで、本学がさらなる発展に向

けて限られた財源をより効率的かつ効果的に活用するため、

新規事業は既存事業の見直しとともに展開するなど、優先度

等を勘案した事業の「選択と集中」により、財政基盤の強化・

確立を目指します。

　平成22年度の事業計画は、次の「２　事業計画の概要」の

とおりですが、厳しい財政状況について本学関係者の理解と

協力を得て、今後とも厳正で効果的な予算執行を行い、財政

の健全化と財政基盤の強化に向けてさらに努力する所存で

す。

２　事業計画の概要

　平成22年度における教育研究活動に係る事業計画のうち、

主なものは、次のとおりです。

(1）教育研究活動関係

　ア　2010プロジェクトの結実

　　㋐　高槻ミューズキャンパスの開設

　JR高槻駅の北東、同駅から徒歩約10分に位置する開

発地区に、「高槻ミューズキャンパス」を開設しました。

敷地面積17,454ｍ２のキャンパスに、建築面積7,759.14ｍ２、

延床面積53,033.96ｍ２の校舎棟（東館及び西館）及び体

育・厚生棟（北館）が、平成22年２月24日に竣工し、校

舎棟は地上13階建ての制震構造、体育・厚生棟は地上４

階建ての耐震構造となっております。このキャンパスを

新たな「知の拠点」として、学部・大学院及び併設学校

の教育・研究事業や地域への社会貢献事業を展開しま

す。

　文理融合型の学部である社会安全学部（入学定員250

人）では、「安全」「安心」をキーワードに、防災・減災

対策や事故防止、危機管理のための政策立案とその実践

ができる、高度な情報処理能力を有した社会貢献型人材

を育成します。

　学部と同時開設する社会安全研究科（入学定員15人）

では、文理にまたがる「社会システム」「人間システム」

「理工システム」の３つの領域を教育の柱として高度な

教育研究を行います。また、修了後の進路を考慮し、「研

究者育成モデル」「高度専門職業人育成モデル」「社会人

学修モデル」の３つの学修モデルを設定して、社会のニ

ーズに応えうる実践的な教育を行います。

平成22年度予算の概要

―2010 プロジェクトの結実―

� 学校法人関西大学　理事長　上 原　洋 允
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　初等部・中等部・高等部では、一貫教育を同一キャン

パス内で実践することのメリットを最大限に活用し、「高

い学力」「豊かな人間性」を育てます。なお、初等部で

は１年生63人、２年生及び３年生の編入生127人の合計

190人、中等部では111人、高等部では130人が、記念す

べき第１期生として入学しました。

　　㋑　堺キャンパスの開設

　堺市の中心部、南海高野線「浅香山駅」前に位置する

元堺市立商業高等学校・第二商業高等学校の校地を活用

して、「堺キャンパス」を開設しました。

　敷地面積30,305.72ｍ２のキャンパスに、平成22年度は

建築面積1,543.20ｍ２、延床面積4,559.40ｍ２で、鉄筋コン

クリート造地上３階建てのＢ棟（新校舎）を建築するこ

とにより、すでに改修工事を進めているＡ棟（既存校舎）

を含めた校舎の延床面積は17,334.30ｍ２となります。

　このキャンパスに開設した、人間健康学部（入学定員

300人）では、健康に関する幅広い知識を地域と連携し

ながら実践的に学ぶため、「スポーツと健康コース」と「福

祉と健康コース」の２つのコースを設置しました。

堺キャンパスＢ棟の建築並びにＡ棟及び体育館の改修工事  完成予想図

　　㋒　北陽中学校の開設

　既存の北陽キャンパス内に建築した中学校校舎は、鉄

筋コンクリート造地上４階建て、建築面積1,277.41ｍ２、

延床面積4,498.03ｍ２で、平成21年12月16日に竣工しまし

た。

　北陽中学校では、中高の６年間で大学進学を見据えた

一貫性のある教育を展開し、中１・中２を第１ステージ、

中３・高１を第２ステージ、高２・高３を第３ステージ

として３つのステージに区分し、それぞれのステージに

おいて特色あるカリキュラムを展開することにより、学

力の向上を図ります。

　なお、この４月には北陽中学校の第１期生として121

人が入学しました。

北陽中学校校舎

　イ　 教育開発支援センターにおける大学教育改善（FD活

動）の推進

　教育の質の向上のため、学生、教員及び職員が協働し

て、授業内容・方法を改善するための活動拠点として、

教育開発支援センターを設置しました。

　平成21年度には文部科学省「大学教育・学生支援推進

事業（大学教育推進プログラム）」において、同センタ

ーの「三者協働型アクティブ・ラーニングの展開」が採

択されました。取組期間は平成23年度までの３カ年で、

教育改善の質的充実を学生、教員及び職員の三者で推進

します。

　ウ　外国語学部のスタディ・アブロードプログラムの実施

　昨年度開設した外国語学部では、１年次に習得した外

国語の運用能力をより高めるため、２年次には１年間の

海外留学「スタディ・アブロードプログラム」を、必修

科目としています。平成22年度は、本プログラムにより

初めて留学生を派遣しました。ユタ大学、カンザス大学

（アメリカ）、ウォーリック大学（イギリス）、ブラカン

大学（フィリピン）、北京外国語大学（中国）の５つの

提携大学へ141人の学生が留学しております。

　エ　 東アジア文化研究科文化交渉学専攻及びガバナンス研

究科ガバナンス専攻の開設に向けた文部科学省への申請

　平成19年度に採択されたグローバルCOEプログラム

「東アジア文化交渉学の教育研究拠点形成」により平成

20年度に開設した文学研究科文化交渉学専攻を発展さ

せ、独立研究科として平成23年度の開設を目指します。

また、国内並びに国際社会における、よりよきガバナン

スを実現できる高度公共人材を育成するため、政策創造

学部を基礎とするガバナンス研究科ガバナンス専攻につ

いても平成23年度開設を目指し、文部科学省への申請を

行います。
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(2）教育研究施設設備の整備充実関係

　ア　 堺キャンパスＢ棟（新校舎）の建築並びにＡ棟（既存

校舎）及び体育館の改修工事

　堺キャンパスでは、４月の開設前にＡ棟及び体育館を

改修し、新入生の教育研究活動に支障がないよう施設・

設備を整備いたしました。平成22年度はＡ棟の南側に、

大教室、図書館、食堂などを有する新たな校舎としてＢ

棟を建築し、平成23年２月に竣工する予定です。また、

夏季休業期間中には、２年次配当の授業を実施するトレ

ーニングルームなどの改修工事を行うなど、更なる施

設・設備の充実を図ります。

　イ　関西大学留学生会館（仮称）の建築

　平成21年３月に実施された「大阪府千里留学生会館跡

地活用事業コンペ」における優先交渉権を得て、５月に

同跡地を取得しました。

　この土地は道路を隔てて北側と南側に分かれており、

北側に「関西大学留学生会館（仮称）」を平成22年度か

ら平成23年度にかけての２年間で建築します。

　また、南側の構想については、現在検討中です。

関西大学留学生会館（仮称）　イメージ図

３　収支予算書

　予算時も年度末財政をよりわかりやすく

　予算書については、私立学校振興助成法による学校法人会

計基準に定められた『資金収支予算書』と『消費収支予算書』

の二種類を作成することになっています。

　『資金収支予算書』は、当該年度における学校法人全体の

諸活動の計画を、予算編成を通じて計数化することにより、

収入と支出を科目別に明らかにし、かつ、支払資金の収入と

支出のてん末を明らかにするものです。

　『消費収支予算書』は、当該年度における学校法人全体の

諸活動の計画を、消費収支計算の基準に基づいて計数として

表示したものです。その年度の予算における消費収支の均衡

状況とその内容を明らかにし、学校法人の経営状況が健全に

維持されているかどうかを示すものです。この計算書は、い

わば企業会計の損益計算書にあたるものです。

　『貸借対照表』は、学校法人の一定時点における資産、負債、

基本金、消費収支差額をもって財政状態を示すものです。決

算時に作成することになっていますが、本法人では予算時に

も年度末の財政状態をよりわかりやすくするために『予想貸

借対照表』を作成しています。具体的には、平成20年度決算

の『貸借対照表』に平成21年度補正後予算を加味して平成21

年度末とし、さらに平成22年度予算を加味して平成22年度末

の財政状態を予想したものです。

４　収支予算の概要

（１）資金収支予算について

　平成22年度資金収支予算は、６頁～11頁に掲載の『資金収

支予算書』のとおりですが、これを総括したものが〈表１〉

です。

〈表１〉 資金収支予算総括表  (単位　百万円)

科　　　　目 平成22年度
予　　算

平成21年度
予　　算 増　　減

前年度繰越支払資金 12,083 12,128 △45

当 

年 

度

資 金 収 入 57,002 71,513 △14,511

資 金 支 出 56,119 71,558 △15,439

収 支 過 不 足 883 △45 928

次年度繰越支払資金 12,966 12,083 883

(注)平成21年度予算は、第２次補正後予算です(以下同じ)。

　資金収入は、学生生徒等納付金収入、手数料収入、補助金

収入などの法人に帰属する収入のほか、前受金収入なども含

め、570億200万円となりました。

　資金支出は、教職員の人件費、教育研究活動および法人の

運営に必要な諸経費、施設設備費のほか、借入金返済などの

支出も含め、561億1,900万円となりました。この結果、差し

引き８億8,300万円を前年度繰越支払資金に加え、次年度繰

越支払資金は129億6,600万円となりました。

　主な科目について説明いたします。

　学生生徒等納付金収入は、授業料、入学金、実験・実習料、

教育充実費などです。平成22年度に開設した人間健康学部及

び社会安全学部の新入生の初年度学費は新たな設定額によっ

ており、既存学部（法・文・経済・商・社会・政策創造・外

国語・総合情報・システム理工・環境都市工・化学生命工学

部）の初年度学費は、社会・経済情勢を勘案し、平成12年度

から据え置いておりますが、平成22年度も据え置きました。
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　手数料収入は、入学検定料が主なものです。大学院（法科

大学院、会計専門職大学院、臨床心理専門職大学院及び社会

安全研究科を含む）2,060人、学部89,000人、高等学校1,062

人（第一高等学校、北陽高等学校、高等部）、中学校1,148人（第

一中学校、北陽中学校、中等部）、初等部240人、幼稚園80人

を見込みました。

　補助金収入は、大学への国の経常費補助金と高校・中学

校・小学校・幼稚園への大阪府の経常費補助金が主な収入で

す。

　人件費支出は、教員人件費、職員人件費、役員報酬、退職

金などです。

　教育研究経費支出は、各設置学校の教育研究活動に必要な

消耗品や業務委託費などが主な支出です。

　管理経費支出は、学生募集に係る経費および法人の運営費

などです。

　施設関係支出は、堺キャンパスＢ棟建築工事並びにＡ棟及

び体育館の改修工事、関西大学留学生会館（仮称）建築工事

などです。

　設備関係支出は、総合図書館空調設備の改修、堺キャンパ

スにおけるＢ棟の建築など施設整備に伴う機器備品購入など

です。

(2）消費収支予算について

　平成22年度消費収支予算は、12頁～16頁に掲載の『消費収

支計算書』のとおりですが、これを総括すると、〈表２〉の

とおりとなります。

〈表２〉 消費収支予算総括表  (単位　百万円)

　科　　　　目　 平成22年度
予　　算

平成21年度
予　　算 増　　減

Ａ　帰　 属　 収　 入 46,965 47,256 △291

Ｂ　基 本 金 組 入 額 △2,992 △17,625 14,633

Ｃ　消 費 収 入
　　（Ａ＋Ｂ） 43,973 29,631 14,342

Ｄ　消 費 支 出 44,410 43,922 488

当年度帰属収支差額
（Ａ－Ｄ） 2,555 3,334 △779

当年度消費収支差額
（Ｃ－Ｄ） △ 437 △14,291 13,854

前 年 度 繰 越
消 費 収 支 差 額 △33,605 △19,314 △14,291

基 本 金 取 崩 額 285 0 285

翌 年 度 繰 越
消 費 収 支 差 額 △33,757 △33,605 △152

　帰属収入は、学生生徒等納付金、手数料、補助金などの法

人に帰属する収入で、469億6,500万円となり、対前年度比較

で２億9,100万円の減となりました。基本金組入額は、施設

設備あるいは将来の施設取得に係る積立金や基金などに充当

するもので、29億9,200万円となり、対前年度比較で146億

3,300万円の減となりました。帰属収入から基本金組入額を

控除して消費支出に充当することができる消費収入は、439

億7,300万円となり、対前年度比較で143億4,200万円の増とな

りました。

　消費支出は、教職員の人件費、教育研究活動および法人の

運営に必要な諸経費で、444億1,000万円となり、対前年度比

較で４億8,800万円の増となりました。平成22年度予算にお

ける消費収支の均衡状況をあらわす消費支出超過額は、４億

3,700万円となり、対前年度比較で138億5,400万円の減となり

ました。この結果、次年度へ繰越すことになる繰越消費支出

超過額は、前年度からの繰越消費支出超過額336億500万円に、

当年度消費支出超過額４億3,700万円を加え、基本金取崩額

２億8,500万円を差し引いて337億5,700万円となりました。

　また、この累積消費支出超過額のほかに、建物などの取得

に際し、借り入れた借入金の未返済額にあたる基本金未組入

額が55億300万円あり、この二つをあわせた392億6,000万円

が実質上の繰越消費支出超過額となります。

　なお、予想貸借対照表によると、平成22年度末借入金残高

は、当年度中の償還分を差引き、前年度より６億5,800万円

増の55億300万円となる見込みです。

　次に、消費収支固有の主な科目について、若干説明します。

　帰属収入の寄付金には、現物寄付金が含まれます。

　基本金組入額は、学校法人が教育研究活動を行うためには、

校地、校舎、機器備品、図書、現預金などの資産を持ち、こ

れを「維持する」必要があります。学校法人会計では、これ

ら学校法人の諸活動に必要な資産を取得するために、「帰属

収入から充てた金額」をもって、学校法人資産の「維持すべ

き金額」とし、これが「基本金組入額」と呼ばれているもの

です。

　消費支出の人件費には、退職給与引当金繰入額や関西大学

退職年金引当金繰入額が含まれます。また、教育研究経費お

よび管理経費には、減価償却額が含まれます。
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５　おわりに

　世界的な金融危機に端を発する日本経済の長期低迷や少子

化のさらなる進行などにより、私学を取り巻く環境は、一段

と厳しさを増しております。また、本法人における平成22年

度以降の財政見通しは、2010プロジェクト事業への先行投資

による負担に加え、学生生徒等納付金を中心とする帰属収入

の確保が一段と厳しい状況になっていくことが予測されま

す。

　このようななか、本法人では、現在の財政状況と将来予測

をふまえ、各設置学校の財政的自立をめざすとともに、諸改

革の一層の推進に取り組んでまいります。今後とも、関係者

の皆様のあたたかいご支援とご協力をお願い申し上げます。

なお、「関西大学ウェブサイト」にも財務情報を掲載し
ておりますので、一度ご覧ください。
http://www.kansai-u.ac.jp/zaimu/

一人当たり支出計

1,431,635円

人件費
（47.6%)
681,458円

教育研究経費
（39.6%）
566,927円

管理経費
（5.0%）
71,582円

その他
（1.5%）
21,475円

基本金組入額
（6.3%)
90,193円

(消費支出+基本金組入額) (帰属収入)

一人当たり収入計

1,418,440円

手数料
（6.2%）
87,943円

資産運用収入
（1.5%）
21,277円

学生生徒等納付金
（77.4%）
1,097,873円

補助金
（10.0%）
141,844円

その他
（4.9%）
69,503円

収支差額
△13,195円

平成 22 年度 消費収支予算における「学生生徒等一人当たりの支出とこれを賄う収入」

 （注）１ 　（消費支出+基本金組入額）及び帰属収入の予算額を、科目ごとにそれぞれ予算学生数33,110人（大学院・学部・高校・中学校・
小学校・幼稚園の学費納入者合計）で除して、学生生徒等一人当たりの平均値を示したものである。

　　　２ 　「基本金組入額」とは、校地、校舎、機器備品、図書などの取得、あるいは、そのための借入金の返済、又は将来取得のための
積立金などの主として資本的支出に充てる額である。
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